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EY税理士法人 令和2年度税制改正大綱

～金融・不動産関連税制

2019年12月12日に自由民主党・公明党より令和2年度税制改正大綱が公表
されました。

本アラートでは、令和2年度税制改正大綱のうち、金融・不動産関連税制、金融
機関及び保険会社に特有の主な改正点について紹介します。

なお、令和2年度税制改正大綱の全体的な概要については、2019年12月26日
付ニュースレター「令和2年度税制改正大綱」をご参照ください。

本ニュースレターの内容については、今後の国会における法案審議の過程にお
いて、変更される可能性がある点にご留意ください。
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1.  NISA制度及びジュニアNISA制度の 
見直し

（1） NISA制度1に係る措置
① つみたてNISA2の勘定設定期間を2042年12月31日ま
で5年延長することとされます。

② 現行の一般NISA3の勘定設定期間の終了にあわせ、特定
非課税累積投資契約（仮称）に係る非課税措置（新NISA）
創設し、現行のつみたてNISAと選択して適用できること
とされます。

 ここで、特定非課税累積投資契約（仮称）とは、所得税及び
個人住民税の非課税の適用を受けるために居住者等が金
融商品取引業者等と締結した公募等株式投資信託の受益
権の定期かつ継続的な方法による買付け等に関する契約
で、その契約書において特定累積投資勘定（仮称）及び特
定非課税管理勘定（仮称）に係る所定の事項その他一定の
事項が定められているものをいうとされています。

 特定累積投資勘定（仮称）に係る公募等株式投資信託の配
当等及び譲渡所得等、及特定非課税管理勘定（仮称）に係
る上場株式等の配当等及び譲渡所得等については、所得
税及び個人住民税を課さないこととされ、譲渡等による
損失金額は、所得税及び個人住民税に関する法令の規定
の適用上、ないものとみなすこととされます。

③ 非課税適用確認書の交付申請を2021年4月1日以後はで
きないこととし、新規の非課税口座開設手続を簡易開設
手続に一本化することとされます。

 （2021年4月1日前の交付申請により取得した非課税適用
確認書について、所要の経過措置を講ずることとされます）

④ 金融商品取引業者等変更届出書及び非課税口座廃止届出
書等一定の書類については、その書類の提出に代えて、電
磁的方法により当該書類に記載すべき事項を記録した電
磁的記録を提供できることとされます。

新NISAの概要及びつみたてNISAとの比較

新NISA（仮称）
（2024年から5年間）

つみたてNISA
（現行制度から5年間延長）

年間の 
投資上限額

2階（特定非課税管理勘定（仮称）） 102万円
1階（特定累積投資勘定（仮称）） 20万円
※ より多くの国民に積立・分散投資を経験してもらう
ため、原則として、2階の非課税枠を利用するために
は1階での積立投資を行う必要。

※ 例外として、成長資金の供給拡大（特に長期保有の株
主育成）の観点から、NISA口座を開設していた者又は
投資経験者が2階で上場株式のみに投資する場合は、
1階での積立投資は不要。

40万円

非課税期間 2階　5年間
1階　5年間（終了後は「つみたてNISA」への移行可能） 20年間

口座開設 
可能期間

2028年まで（5年間措置）
（現行の一般NISAは2023年まで）

2042年まで（5年間延長）
（現行：2037年まで）

投資対象商品
2階　上場株式・公募株式投資信託等（注）
1階　つみたてNISAと同様（積立・分散投資に適した一
定の公募株式投資信託等）

積立・分散投資に適した一定の公募株式投資信託等

（注）レバレッジを効かせている投資信託、及び上場株式のうち整理銘柄・監理銘柄を投資対象から除外。
（※金融庁資料をもとに作成）　

いずれかを選択

1 非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置
2 非課税累積投資契約に係る非課税措置
3 非課税上場株式等管理契約に係る非課税措置
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（2） ジュニアNISA4制度に係る措置
① 未成年者口座開設可能期間は延長せずに終了することと
されます。

 また、その終了にあわせ、2024年1月1日以後は、課税未
成年者口座及び未成年者口座内の上場株式等及び金銭の
全額について源泉徴収を行わずに払い出すことができる
こととされます。

② 未成年口座廃止届出書及び出国移管依頼書等一定の書類
については、その書類の提出に代えて、電磁的方法により
当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を提供
できることとされます。

2.  暗号資産デリバティブ取引に係る措置
資金決済法等改正法5の施行に伴い、次の措置を講ずること
とされます。

（1）  先物取引に係る雑所得等の課税の特例等に 
係る措置

先物取引に係る雑所得等の課税の特例及び先物取引の差金
等決済に係る損失の繰越控除の適用対象から、暗号資産デ
リバティブ取引に係る雑所得等が除外されます。

（2）  先物取引に関する支払調書制度等に対する 
措置

① 暗号資産デリバティブ取引の委託を受けた金融商品取引
業者等は、その年中の暗号資産デリバティブ取引の差金
等決済により確定した利益又は損失の額の合計額等を記
載した支払調書を、その差金等決済があった日の翌年1月
31日までに、税務署長に提出しなければならないことと
されます。

② 資金決済法等改正法の施行の日から2020年12月31日
までの間に行われる暗号資産デリバティブ取引の差金等
決済については、先物取引に関する支払調書の提出を要
しないこととされ、また、先物取引の差金等決済をする者
の告知を要しないこととされます。

（3）  店頭デリバティブ取引に係る証拠金の利子の
非課税制度の対象範囲の整備

本制度の対象となる店頭デリバティブ取引の範囲から、暗
号資産デリバティブ取引が除外されます。

上記の各措置について、適用対象となる金融デリバティ
ブ取引は、金融商品取引法上の市場デリバティブ取引又
は店頭デリバティブ取引のうち一定のもの（先物取引、オ
プション取引等）とされています。

「暗号資産デリバティブ取引」はこれまで金融商品取引法
上のデリバティブ取引には含まれていなかったため、当
該特例等及び非課税制度の対象となる金融デリバティブ
取引には該当しませんでしたが、資金決済法等改正法の
施行に伴う金融商品取引法の改正により「暗号資産」が金
融商品として位置付けられることに伴い、仮に現行税法
をそのまま適用すれば「暗号資産デリバティブ取引」が当
該特例等及び非課税制度の対象となります。

そのため、今回の税制改正大綱では、当該特例等及び非課
税制度の適用対象となる金融デリバティブ取引の範囲に
ついて、金融商品取引法の改正後も引き続き、改正前と同
様の対象範囲とするため、所要の整備を行うこととされ
ます。

なお、資金決済法等改正法の施行に伴い、金融商品取引法
上の金融商品の定義に暗号資産が含まれる他、暗号資産
に関して収益分配を受ける権利等のうち一定の電子記録
移転権利 を第1項有価証券に含め、「仮想通貨」の呼称を
「暗号資産」に変更する等の改正が行われますので、上記
の税制改正大綱の他、現行税法に関する改正の有無等に
ついても、今後公表される法令等を確認し、検討する必要
があると考えられます。

また、店頭デリバティブ取引に係る証拠金の利子の非課
税制度に係る対象範囲の整備については、金融商品取引
法上の金融デリバティブ取引の一部が、当該非課税制度
の対象外となることから、外国金融機関等との取引の円
滑化及び事務処理上の負荷に影響を及ぼすことがないか
を確認する必要があると考えられます。

4 未成年者口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置
5 情報通信技術の進展に伴う金融取引の多様化に対応するための資金決済に関する法律等の一部を改正する法律
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3.  国外中古建物の不動産所得に係る 
損益通算等の特例の創設

（1） 不動産所得の金額の計算上、国外不動産所得に損失が生
じた場合には、その損失額のうち、国外中古建物の減価
償却費相当部分については、損失が生じなかったものと
みなし、給与所得や事業所得等と損益通算ができなくな
ります。

 国外中古建物とは、個人において使用され、又は法人に
おいて事業の用に供された国外にある建物であって、個
人が取得をしてこれをその個人の不動産所得を生ずべ
き業務の用に供したもののうち、不動産所得の金額の計
算上その建物の償却費として必要経費に算入する金額
を計算する際の耐用年数を次の方法により算定してい
るものをいいます。

（a） 法定耐用年数の全部を経過した資産についてその法
定耐用年数の20%に相当する年数を耐用年数とす
る方法

（b） 法定耐用年数の一部を経過した資産についてその資
産の法定耐用年数から経過年数を控除した年数に、
経過年数の20%に相当する年数を加算した年数を
耐用年数とする方法

（c） その用に供した時以後の使用可能期間の年数を耐用
年数とする方法

 （その耐用年数を国外中古建物の所在地国の法令に
おける耐用年数としている旨を明らかにする書類そ
の他のその使用可能期間の年数が適切であることを
証する一定の書類の添付がある場合は除きます。）

 国外不動産所得の損失の金額とは、不動産所得の金額の
計算上生じた国外中古建物の貸付けによる損失の金額
をいいます。なお、その国外中古建物以外の国外にある
不動産等から生ずる不動産所得の金額がある場合には、
当該損失の金額を当該国外にある不動産等から生ずる
不動産所得の金額の計算上控除してもなお控除しきれ
ない金額となります。

（2） 上記①の適用を受けた国外中古建物を譲渡した場合に
おける譲渡所得の金額の計算上、その取得費から控除す
ることとされる償却費の額の累計額からは、上記①によ
りなかったものとみなされた償却費に相当する部分の
金額を除くこととすること、その他の所要の措置が講じ
られます。

この改正は、2021年分以後の所得税について適用されます。

中古建物を取得した場合の税法上の減価償却の耐用年数
は、建物の国内外所在地を問わずに、見積法（その建物の使
用可能期間を見積もる方法）により算定した年数、または
使用可能期間の見積りが困難であるときは、税法に定める
簡便法により算定した年数を使用することができます。
税法上の簡便法により算定された中古建物の耐用年数
は、欧米を中心とした諸外国における建物の実際の使用
可能期間を大幅に下回ることがあり、また、欧米の建物の
市場価値は耐用年数が経過しても日本ほど減少しないと
いう日本と諸外国の不動産市場の違いがあります。
その結果、賃料収入を上回る減価償却費が計上されるこ
とにより生じた損失を他の所得と損益通算等を通じて所
得税額が圧縮されているとの指摘がなされていました。
この改正により、国外不動産所得の課税の適正化が図ら
れます。

国外の中古不動産の貸付けによる不動産所得

損失
損失は 
なかったも
のとみなす

その他経費

減価償却費
簡便法による 
耐用年数で計算

家賃収入 必要経費

出典： 財務省資料を基に作成

譲渡対価

圧縮

譲渡原価
譲渡費用

各年において損失が
なかったものと

みなされた部分の累計

会計簿価

減価償却
累計額

会
計
上
譲
渡
益

原
始
取
得
価
格

譲
渡
所
得

不
動
産
取
得
費

売却時の譲渡損益



5Japan tax newsletter   2020年1月31日  |

4. 法人番号の告知の簡素化
法人が所得税法等で規定される一定の告知又は告知書の提
出（以下「告知等」という。）をする場合において、その告知等
を受ける者が、以下の手続を実施している場合には、その告
知等をする法人について、次のような措置が講じられます。

告知等を受ける者の手続 税制改正大綱における措置 
マイナンバー法6の規定により
公表されているその告知等をす
る法人の名称、本店等の所在地
及び法人番号を確認したとき

告知等の際に必要な本人確認
書類の提示を要しない

電気通信回線による登記情報の
提供に関する法律に規定する指
定法人から登記情報の送信を受
ける方法によりその告知等をす
る法人の名称及び本店等の所在
地を確認したとき

告知等の際に必要な登記事項
証明書の提示を要しない

その告知等をする法人の法人番
号その他の事項を記載した帳簿
を備えているとき

その告知等を受ける者に対し
て、その告知等をする法人の法
人番号の告知又は告知書への
その法人の法人番号の記載を
要しない

その他所要の措置を講ずることとされます。

現行税法上、証券会社及び銀行等の金融機関は顧客から
の法人番号の告知がなければ法人番号を取得できないと
されています。一方で、法人番号は法人番号公表サイト
等において広く一般に公表されていることから、今回の
税制改正大綱により、法人番号公表サイトを活用した番
号告知義務の履行の円滑化、および金融機関の事務負担
軽減が期待されます。

5.  時価の算定に関する会計基準の見直し
に伴う整備

2019年7月4日に企業会計基準委員会（ASBJ）及び日本
公認会計士協会（会計制度委員会）より、企業会計基準第
30号「時価の算定に関する会計基準」及び企業会計基準適
用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」
が公表され、2021年4月1日以後開始する連結会計年度及
び事業年度の期首から適用することとされています（早期
適用も可能）。

この「時価の算定に関する会計基準」の導入に伴い、次のよ
うな整備を行うこととされます。

この改正は、2020年4月1日以後に終了する事業年度分の
法人税について適用されます。

なお、経過措置として、同日から2021年3月31日までの期
間内の日を含む各事業年度における以下の時価評価金額に
ついて、現行法の規定による評価額によることができる措置
が講じられます。

• 事業年度終了の日における公表最終価格がない市場有価
証券及び市場有価証券以外の有価証券（株式又は出資を
除く。）

• 事業年度終了の日における公表最終価格がない短期売買
商品等（仮想通貨を除く。）

6 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律
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上記の税制改正大綱の内容は、時価算定会計基準の適用
に伴う整備であるため、時価算定会計基準の内容を踏ま
え制定されるものと思われます。

なお、市場有価証券やそれ以外の有価証券に係る時価評
価額、並びに未決済デリバティブ取引に係るみなし決済
損益額に係る書類保存要件については、税法上の記載事
項が制定されることとなるため、時価算定会計基準の運
用上整備される文書化内容との差異がないかどうかにつ
いて、今後公表される法令等の内容を踏まえて確認が必
要と考えられます。

6.  連結法人間のデリバティブ取引に係る
みなし決済損益の取扱い

デリバティブ取引に係る利益相当額又は損失相当額の益金
又は損金算入について、連結法人が他の連結法人との間で
行ったデリバティブ取引（その連結法人又は他の連結法人の
いずれかがヘッジ手段として指定しているものを除く。）に
ついては、連結所得の金額の計算上みなし決済損益額を計上
しないこととされます。

連結納税制度を採用している連結法人間のデリバティブ
取引につき、連結法人間のみなし決済損益額は、その連結
所得の金額の計算において相殺されるべきところ、各連
結法人で運用する時価評価ポリシーや使用する評価モデ
ル・データ等の相違によりみなし決済損益額が一致しな
いケースや、時価算定に関する会計基準の導入時期が連
結法人間で異なることによって、相殺されない可能性が
あることから、今回の税制改正大綱により所要の措置が
取られます。

また、今回の税制改正大綱で、連結納税制度の見直しが行
われ、グループ通算制度へ移行することとなりますが、グ
ループ通算制度における上記のみなし決済損益に関する
取扱いについては今後公表される法令等を確認する必要
があると考えられます。

項目 整備の内容

① 売買目的有価証券の時価評価金額 （i） 市場有価証券7について事業年度終了の日における公表最終価格がない場合の時価評価金
額は、直近公表最終価格に基づき合理的な方法により算出した価格とする（現行：直近公表
最終価格）**。

（ii） 上記（i）の市場有価証券以外の有価証券8（株式又は出資を除く。）の時価評価金額は、その
有価証券に類似する銘柄の有価証券について公表された事業年度終了の日における最終の
売買価格又は利率その他の指標に基づき合理的な方法により算出した価格とする**。

② 有価証券に係る評価損の計上事由9 価額の著しい低下を評価損の計上事由とする有価証券の範囲を上記①（i）及び（ii）の有価証券
とする等の見直しを行う。

③ 短期売買商品等（仮想通貨を除く。）
の時価評価金額

上記①と同様の見直しを行う。

④ デリバティブ取引に係る利益相当額
又は損失相当額の益金又は損金算入

以下の事項を記載した書類を保存しなければならないこととする。
• 未決済デリバティブ取引に係るみなし決済損益額（市場デリバティブ取引等の最終市場価
格による授受額を除く。）の算定に用いた合理的な方法を採用した理由

• その他その算定の基礎となる事項
⑤ 貸倒引当金の対象となる金銭債権 貸倒引当金の対象となる金銭債権から債券を除外する（所得税についても同様とする。）。

（**）  合理的な方法により算出した価格について、その方法を採用した理由その他その算定の基礎となる事項を記載した書類を保存しなければならないこ
ととされます。

7 取引所売買有価証券、店頭売買有価証券、取扱有価証券及びその他価格公表有価証券（法人税法施行令第119条の13第1号2号3号）をいう。
8 法人税法施行令第119条の13第4号
9 法人税法第33条第2項、法人税法施行令第68条第1項第2号
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7.  居住用賃貸建物の取得等に係る消費税
の仕入税額控除制度等の適正化

（1） 居住用賃貸建物（住宅の貸付けの用に供しないことが明
らかな建物以外の建物であって高額特定資産に該当す
るもの）の取得に係る消費税について、仕入税額控除制
度の適用を認めないこととします。ただし、居住用賃貸
建物のうち、住宅の貸付けの用に供しないことが明らか
な部分については、引き続き仕入税額控除制度の対象と
なります。

 高額特定資産とは、一の取引単位の支払対価の額が税抜
1,000万円以上の棚卸資産または調整対象固定資産（棚
卸資産以外の建物、建物附属設備等の資産で、一の取引
単位の支払対価の額が税抜100万円以上のもの）をいい
ます。

 上記により仕入税額控除制度の適用を認めないことと
された居住用賃貸建物について、その仕入れの日から同
日の属する課税期間の初日以後3年を経過する日の属す
る課税期間の末日までの間に住宅の貸付け以外の貸付
けの用に供した場合又は譲渡した場合には、それまでの
3年間の非居住用賃貸及び譲渡割合に応じて計算した額
を当該課税期間又は譲渡した日の属する課税期間の仕
入控除税額に加算する調整を行うことになります。

 この改正は、2020年10月1日以後に居住用賃貸建物
の仕入れを行った場合について適用されます。ただし、
2020年3月31日までに締結した契約に基づき2020年
10月1日以後に居住用賃貸建物の仕入れを行った場合
には適用されません。

（2） 住宅の貸付けに係る契約において貸付けに係る用途が
明らかにされていない場合であっても、当該貸付けの
用に供する建物の状況等から人の居住の用に供するこ
とが明らかな貸付けについては、消費税を非課税とし
ます。

 この改正は、2022年4月1日以後に行われる貸付けにつ
いて適用されます

（3） 高額特定資産を取得した場合の事業者免税点制度及び
簡易課税制度の適用を制限する措置の対象に、高額特定
資産である棚卸資産が納税義務の免除を受けないこと
となった場合等の棚卸資産に係る消費税額の調整措置
（以下「棚卸資産の調整措置」といいます。）の適用を受け
た場合が加えられます。

 この改正は、2020年4月1日以後に棚卸資産の調整措置
の適用を受けた場合について適用されます。

（4） その他所要の措置が講じられます。

マンション、アパートの居住用の家賃収入は非課税売上
であるため、居住用賃貸建物の取得費用は非課税売上に
対応する課税仕入となり、その消費税について仕入税額
控除の対象とはなりません。

しかし、作為的な金売買を継続して行う等の手法により
課税売上を長期間かさ上げして、総売上高に占める課税
売上高の割合を高めることで、居住用賃貸建物の取得費
用に係る消費税の仕入税額控除を行い還付を受けようと
する事例が散見され、問題視されていましたが、この改正
により仕入税額控除の計算の適正化が図られます。

8.  投資法人等に係る課税の特例制度の 
見直し

（1）  投資法人等の外国子会社合算税制適用時にお
ける配当等に係る二重課税の調整

投資法人等が合算課税の適用を受ける場合には、外国関係会
社の所得に対して課される外国法人税の額のうち、合算対象
とされた金額に対応する部分の金額は、その投資法人等が納
付した外国法人税の額とみなして、投資法人等の配当等に係
る二重課税調整の対象とする等の措置が講じられます。

この改正は、外国関係会社の2020年4月1日以後に終了す
る事業年度について適用されます。

（2）  インフラ投資法人の導管性要件における 
保有資産要件の特例措置の適用期限延長

投資法人の導管性要件の一つである保有資産要件におけ
る再生可能エネルギー発電設備に係る特例措置における
再生可能エネルギー発電設備の取得期限を3年延長します
（2022月年3月31日まで）。
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9.  過大支払利子税制における対象外支払
利子等の額の範囲の見直し

外国法人の恒久的施設が有する債権に係る経済的利益を受
ける権利が、その本店等に移転されることがあらかじめ定
まっている場合には、法人からその恒久的施設に支払われる
利子等の額を対象外支払利子等の額から除外することとさ
れます。

令和元年度税制改正による過大支払利子税制の見直しによ
り、国内の非関連者を介在させるケースについて、対象外支
払利子等の範囲から除外することとされましたが、今回の大
綱では、さらに、支店等の恒久的施設を介在させるケースも
対象外支払利子等の範囲から除外されます。

法人 外国法人
恒久的施設

外国法人
本店等

<外国 ><日本 >

貸付金

利子

【現行】対象外支払利子等の額
【大綱】対象外支払利子等から除く（対象支払利子等）

経済的利益
（利子相当）を受ける

権利の移転

（イメージ図）

いわゆるローン・パーティシペーションのスキームにお
いて、国内の非関連者を介在させるケースと同様に、原債
務者の法人が、外国法人の本店等に移転されることがあ
らかじめ定まっているかどうかを実務的にどのように知
りうるか等の論点もあるため、今後公表される法令等を
確認する必要があると考えられます。

10. その他の改正項目

（1） 特別法人税の課税停止措置の延長
退職年金等積立金に対する法人税の課税の停止措置10が
2020年3月末で期限切れとなることから、その適用期限が
3年延長されます。

（2） 特定資産の買換えの場合等の課税の特例
対象となる譲渡資産及び買換資産の見直しを行い、所要の経
過措置を講じた上で、適用期限が3年（一部の特例は1年）延
長されます（2023年3月31日まで（一部の特例は2021年
3月31日まで））。

（3）  銀行等保有株式取得機構に係る資本割の特例
措置の延長

銀行等保有株式取得機構に係る法人事業税の資本割の課税
標準の特例措置11が2020年3月末で期限切れとなること
から、その適用期限が3年延長されます。

（4）  不動産売買契約書の印紙税の軽減措置の適用
期限延長

不動産の譲渡に関する契約書等に係る印紙税の税率の特
例措置の適用期限が2年延長されます（2022年3月31日
まで）。

（5）  預金保険法に基づく資本増強等に係る登録免
許税の軽減措置の延長

預金保険法に規定する第1号措置を行うべき旨の内閣総理
大臣の決定等に基づく預金保険機構による金融機関等の株
式の引受け等に伴い、当該金融機関等が受ける資本金の額
の増加の登記等に対する登録免許税の税率の軽減措置12が
2020年3月31日で期限を迎えることから、その適用期限が
2年延長されます。

10 租税特別措置法第68条の4
11 地方税法制定附則第9条第3項、資本割の課税標準となる資本金等の額を10億円とする制度。
12 租税特別措置法第80条第５項。預金保険法第102条第1項第1号（第1号措置）及び第126条の2第1項第1号（特定第1号措置）の規定による資本増強を行った際の増資

の登記に係る登録免許税及び資本増強とともに株式移転を行って銀行持株会社等を設立した際の株式会社の設立の登記に係る登録免許税の税率を、その決定の日から1
年以内に登記を受けるものに限り、1000分の3.5とする制度
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